
平成２２年度豊川市役所地球温暖化対策実行計画の進捗状況(報告)
平成２３年９月

経済環境部環境課

　市は、豊川市環境基本計画に基づき、事業者の立場から平成２３年２月に豊川市

役所地球温暖化対策実行計画を策定し、環境負荷の低減と地球温暖化防止に向けて、

温室効果ガスの総排出量の削減に取り組んでいます。

　計画の期間は、平成２２年度から平成２６年度までの５年間で、温室効果ガスの

総排出量を毎年、平成２１年度数値に対して１%ずつ削減していくことを目標とし

ています。

　さらに、個々の職員が率先して取り組むべき環境行動を「豊川市役所エコ・アク

ション」と位置づけ、職員研修等を積極的に実施し、環境モラルの向上による地球

温暖化防止に各課等において取り組みました。

＜数値目標＞

　●温室効果ガスの総排出量に関する目標

　　※温室効果ガス：二酸化炭素・メタン・一酸化二窒素・代替フロン等３ガス

　　※清掃工場で使用するコークス燃料と廃棄物の焼却から排出される温室効果ガスは除く　　

項　　目
基準年度

（平成２１年度）

目標年度

（平成２６年度）
増減率

温室効果ガス総排出量(t-CO2) ２６，８７６ ２５，５３２ －５％

　　●具体的取り組みに関する目標

項　　目
基準年度

（平成２１年度）

目標年度

（平成２６年度）
増減率

電気使用量(kWh) ３７，３３４，７０６ ３５，４６７，９００ －５％

公用車燃料使用量(ℓ) ２１３，６７２ １９２，３００ －１０％

公用車走行距離(㎞) １，６７３，６５７ １，６７３，６００ ０％

燃料(自動車を除く)使用量(ℓ)

ガソリン・灯油・軽油・Ａ重油
１，６２３，８２４ １，５４２，６００ －５％

ＬＰＧ・都市ガス（㎥） ５６９，６８１ ５４１，１００ －５％

水道使用量（㎥） ５０２，０５９ ４７６，９００ －５％

用紙購入量（Ａ４換算〆） ７５，３８５ ７１，６００ －５％
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１　平成２２年度の取組み結果

　　平成２２年度の取り組み結果は、下記のとおりです。

　

　●温室効果ガスの総排出量

　

項　　目
基準年度

（平成２１年度）
平成２２年度 増減率

温室効果ガス総排出量(t-CO2) ２６，８７６ ２７，９９５ 4.2％

　●具体的取り組み

項　　目
基準年度

（平成２１年度）
平成２２年度 増減率

電気使用量(kWh) ３７，３３４，７０６ ３８，６６５，４５６ 3.6％

公用車燃料使用量(ℓ) ２１３，６７２ ２２３，１８８ 4.5％

公用車走行距離(㎞) １，６７３，６５７ １，７８１，４４２ 6.4％

燃料(自動車を除く)使用量(ℓ)

ガソリン・灯油・軽油・Ａ重油
１，６２３，８２４ １，７００，８４３ 4.7％

ＬＰＧ・都市ガス（㎥） ５６９，６８１ ６３５，１３７ 11.5％

水道使用量（㎥） ５０２，０５９ ５３０，１６０ 5.6％

用紙購入量（Ａ４換算〆） ７５，３８５ ８５，２４９ 13.1％

　●温室効果ガス排出量の項目別割合
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　温室効果ガスの排出量については、基準年度比 4.2 ％も増加しており、 1 ％削減

という目標を達成することはできませんでした。

　具体的取り組みを見ると、温室効果ガス排出の要因として最も大きい割合を占め

る電気使用量については、全体では基準年度比 3.6 ％増加していますが、事務所系

施設においては 2.5 ％削減することができました。（別紙１参照）

　公用車については、全体で燃料使用量が基準年度比 4.5 ％増加し、走行距離も

6.4 ％増加しましたが、その結果、燃費は 1.9 ％上がりました。（別紙２参照）

　燃料使用量については、全体で 4.7 ％増加しました。特に、猛暑の関係で赤塚山

公園が基準年度と比較して95.8％増加したことが要因となって、市民利用施設では

24.4％増加しています。しかし、事務所系では 6.5 ％減少しています。（別紙３参

照）

　ガスの使用量については、増加率が11.5％と最も大きく、内訳では事業所系が

15.2％、市民管理用施設が16.6％増加しています。（別紙４参照）

　水道使用量については、全体で 6.8 ％増加していますが、事務所系は11.9％減少

しています。（別紙５参照）

　用紙購入量は、13.1％増加しました。
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２　各課「エコ・アクション」の取組み状況

　すべての職員が環境行動に取り組む必要から、「エコ・アクション」について行

動計画チェックシートにより取り組み状況を確認し、各職場の実行委員が評価しま

した。　

　個人の取り組み１５項目と職場の取り組み５項目について評価を取りまとめた結

果が、下記のとおりです。

　

　●各課採点集計表

項　　　　目 ２２年度評価点

　

　 

節

　 

水

・

節

　

電

個

人

の

エ

コ

・

ア

ク

シ

ョ

ン

①不要な証明の消灯 ４．１

②ＯＡ機器の節電 ３．８

③退庁時などの待機電力の削減 ４．２

④クールビズ・ウォームビズの実践 ４．４

⑤階段の積極的な使用 ４．８

⑥時間外勤務の縮減 ４．０

⑦マイポットの持参 ３．３

⑧手洗い・トイレ等での節水の励行 ４．３

職

場

⑨電気ポットの節電 ４．０

⑩空調の温度管理 ４．２

燃

料

個

人

⑪エコドライブの実施 ３．９

⑫近距離の徒歩移動・相乗り実施 ３．７

　

ご

み

減

量

個

人

⑬両面印刷・「2in1」機能の活用 ３．８

⑭必要部数のみの印刷 ４．０

⑮庁内ＬＡＮ・Ｅメールの活用 ４．２

⑯使用済用紙の裏面利用 ３．７

⑰使用済封筒の再利用 ４．３

職

場

⑱ごみ箱の1箇所設置 ２．８

⑲雑古紙・缶等の分別徹底 ４．６

⑳再生利用品の優先購入 ４．３
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＜採点基準＞

点　数 内　　　　容

５ 確実に実行している（100％）

４ ほぼ確実に実行している（80％）

３ だいたい実行している（50％）

２ あまり実行していない（50％未満）

１ 実行していない

－ 該当しない

　●各課の評価結果

評価点 ２２年度 評価基準

Ａ 37.7％ 該当する全ての項目が３点以上で４点以上の項目が８以上ある場合

Ｂ 32.8％ ＡまたはＣ以外の場合

Ｃ 29.5％ ２点以下の項目が１つでもある場合

　節電・節水に関する項目のうち、「ＯＡ機器の節電」「マイポットの持参」につ

いては平均点が４点を下回りました。特に、「マイポットの持参」については、積

極的に取り組んでいる職場（ 4.9 点）とほとんど取り組んでいない職場（ 1.5 点）

との差が大きいため、全庁的に取り組むよう意識啓発を図る必要があります。なお、

「階段の積極的な利用」については、ほとんどの課が５点となっています。

　燃料に関しては、「エコドライブの実施」「近距離の徒歩移動・相乗りの実施」

ともに平均点が４点を下回りました。

　ごみ減量に関しては、「両面印刷・「2in1」機能の活用」と「使用済用紙の裏面

利用」が平均点４点を下回りました。これらの項目は、昨年度までの計画評価にお

いても同様にポイントが低いため、コピーやプリンターの機能の有効活用を進める

とともに、個人情報の管理に配慮した使用済用紙の裏面利用の促進を図る必要があ

ります。

　職場ごとの評価結果は、Ａ評価が37.7％（23課／61課）と最も多くなっています

が、Ｂ評価が32.8％（20課／61課）、Ｃ評価が29.5％（18課／61課）と、まだまだ

十分取り組みが推進されているとは言い難い状況です。特に、Ｃ評価の職場におい

ては、評価点が 2 点以下であった項目は「電気ポットの節電」と「ごみ箱の 1 箇所
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設置」に限定されているため、積極的に改善を図る必要があります。

３　目標達成に向けて

　市役所地球温暖化対策実行計画に基づく環境負荷を低減するための取り組みによ

り、各項目ごとに効果の出ている施設もみられましたが、多くの施設において引き

続き一層の取り組みが必要です。

　特に、事務所系施設と比較して、市民利用施設系についてはほとんどの項目にお

いて使用量等が伸びており、サービスの向上を図りながらの取り組みについて、検

討する必要があります。

　それぞれの項目についての取り組みは、次のとおりです。

○温室効果ガス排出量

　温室効果ガス排出量のうち最大の排出要因である電気について、重点的に取り

組みを推進します。

○電気使用量の削減

　不要な照明の消灯やＯＡ機器の節電、待機電力の削減、マイポット持参の推進

による電気ポットの夏場の廃止等により、使用電力量削減に向けて一層の取り組

みを推進します。

　また、市民利用施設においては、利用者への啓発活動を行うとともに、省エネ

機器や太陽光発電システムの導入を積極的に進め、ハード面の改善を検討します。

○公用車燃料使用量の削減

　相乗りの実施やエコドライブの推進を図るとともに、低燃費かつ低排出ガス認

定車の導入を進め、燃料使用量の削減と燃費向上を図ります。

○燃料・ガス使用量の削減

　　燃料・ガスの使用利用については、特に市民利用施設で増加しています。更新

時には、省エネルギー型設備の導入を図るとともに、施設の断熱性の向上等につ

いて検討します。

○水道使用量の削減

　多くの施設で削減効果がみられています。引き続き、蛇口をこまめに閉めるな

ど、節水への取り組みを推進していきます。
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○用紙使用量の削減

　両面印刷や、使用済み用紙の裏面利用や使用済み封筒の再利用を推進するとと

もに、庁内ＬＡＮの有効活用によるペーパーレス化を推進し、用紙使用量の削減

を図ります。

○ごみの減量

　市役所から出たごみの量を量ることが不可能なため、購入したごみ袋で概ねの

量を予測しています。市役所で購入したごみ袋は、平成２１年度が85,310枚に対

して、平成２２年度は64,750枚と、24％減っています（市民病院を除く）。

　職場におけるごみ箱の１箇所設置やリサイクル・資源分別の徹底によりごみの

減量を図ります。

○その他

　２２年度には、計画の策定とともに、職員を対象にエコドライブ研修会（１

回）、計画の説明会（１回）などの職員研修を実施し、職員の意識啓発に努めま

した。今後も、積極的に職員研修を実施し、各課の推進員を通じて職員の環境行

動の推進を図ります。
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